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第２条  令和６年度西宮市病院事業会計予算（以下「予算」という。）第３条に定めた
　　　　収益的収入及び支出の予定額を、次のとおり補正する。
　　

千円 千円 千円

第１項 千円 千円 千円

第３条  予算第８条に定めた経費の金額を、次のように補正する。

千円 千円

西宮市長   石井　登志郎

6,514,817 6,599,613

令和６年度西宮市病院事業会計補正予算（第３号）

第１条  令和６年度西宮市病院事業会計の補正予算（第３号）は、次に定めるところによる。

（ 科       目 ） （ 既 決 予 定 額 ） （ 補 正 予 定 額 ） （ 計 ）

84,796

6,475,469

（ 計 ）

医 業 費 用 6,390,673 84,796

（ 科       目 ） （ 既 決 予 定 額 ） （ 補 正 予 定 額 ）

給 与 費 3,361,605 千円 80,712 3,442,317

令和7年3月4日 提出

支                 出

第１款  病院事業費用
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補正予算（第３号）に関する説明書
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1

3

6,514,817 84,7961
病 院 事 業
費 用

収 益 的 支 出

目 既決予定額 補正予定額 計

（単位：千円）

款 項

令和６年度西宮市病院事業会計補正予算実施計画（第３号）

支 出

6,599,613

6,390,673 84,796 6,475,469
1 医 業 費 用

給 与 費 3,361,605 80,712 3,442,317

1,490,438 4,084 1,494,522経 費
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Ⅰ　業務活動によるキャッシュ・フロー

 1  当年度純利益
 2  減価償却費
 3  固定資産除却費
 4  長期前払消費税償却
 5  看護師修学資金の返還免除額
 6  引当金の増加額
 7  長期前受金戻入額
 8  支払利息及び企業債取扱諸費
 9　未収金の増加（△）・減少
10　たな卸資産等の増加（△）・減少
11　未払金等の増加・減少（△）
12　その他流動負債の増加・減少（△）

業務活動によるキャッシュ・フロー

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

 1  有形固定資産の取得による支出
 2  長期貸付金返還による収入

投資活動によるキャッシュ・フロー

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

 1　企業債の償還による支出
 2　一般会計からの借入金の返済による支出
 3　一般会計からの出資による収入
 4　一般会計からの補助金による収入
 5　支払利息及び企業債取扱諸費

財務活動によるキャッシュ・フロー

Ⅳ　資金増加額（又は減少額）
Ⅴ　資金期首残高
Ⅵ　資金期末残高

△ 8,947

244,430

△ 2,642

231,362

△ 43,447

54,175
△ 27,708

△ 673,250

令和６年度西宮市病院事業会計予定キャッシュ・フロー計算書

（令和6年4月1日から令和7年3月31日まで）

（単位：千円）

△ 1,159,321

5,150

△ 485,335
720,090
234,755

1,016
△ 19,947

210,295

211,078
△ 1,016

230,898

△ 198,898
△ 10,700

16,489
13,760

△ 46,145
2,698
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0

54,144

（単位：千円）

合　計

0 0 11,677

200

124,914

20,112

493,705

31,127

  注：期末勤勉手当には賞与引当金繰入額を含む。

200

0 6512,727

54,144 10,500

49,045 153,728 16,011

153,728

5,253 80,712

　　　　費用を含む。

職員数
（人）

6 416

6

期末勤勉
手当

特殊勤務
手当

１  総      括

区  分

給　　　　与　　　　費

補正後

法定福利費

通勤手当
管理職
手当

（単位：千円）

児童手当
管理職員
特別勤務

手当

宿日直
手当

20,112

手当等
の内訳

区
分

給　与　費　明　細　書

補
正
後

144,301

比
較

0 00

620,372141,574

136,59110,500

651,499

補
正
前

退職
給付費

16,011

特別
職

(2)

0

17,549

扶養手当 住居手当
時間外

勤務手当

17,549

(0)

416

(2)

79,917

    注：(　 )内は、再任用短時間勤務職員及び任期付短時間勤務職員について外書き。

地域手当

　　　　手当等には退職給付引当金・賞与引当金、法定福利費には法定福利費引当金にかかる

3,442,317

一般
職

補正前

比　較
0 0

79,917 48,394

46,182

計

2,948,612

2,873,153

75,459

報　酬

650,157

639,773

10,384

給　料

964,858

945,965

18,893

手当等

1,333,597

1,287,415 488,452 3,361,605
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（単位：千円）

（単位：千円）

区  分
職員数（人）

法定福利費 合　計

0

935,225

給　　　　与　　　　費

1,138

0 196

18,1490 0

扶養手当

120,570 953,374

  注：(　 )内は、再任用短時間勤務職員及び任期付短時間勤務職員について外書き。

補
正
前

141,574

通勤手当

16,011

16,011

0

住居手当

20,112 49,045

20,112

0

管理職
手当

17,549

17,549

0

手当等

182,709

176,082

6,627比　較

196

一般職特別職

6

0
58,448

6

119,432

62

0

964,858

945,965

18,893

1,150,888

1,111,333

39,555

220

(0)

0

（単位：千円）

0

管理職員
特別勤務

手当

11,6770

832,804

815,793

17,011

651

特殊勤務
手当

153,728

153,728

合　計
一般職

(2)

220
373,135 2,488,943

2,426,380

0

62,563

24,500

期末勤勉
手当

ア　会計年度任用職員以外の職員

4,115

特別職 給　料 手当等
区  分

職員数（人） 給　　　　与　　　　費

計

2,115,808

2,057,360

報　酬

補正後

比
較

369,020

法定福利費

計

  注：期末勤勉手当には賞与引当金繰入額を含む。

宿日直
手当

0

200

200

退職
給付費

136,591

124,914

2,727

手当等
の内訳

区
分

地域手当

補
正
後

144,301 468,790

444,290

時間外
勤務手当

48,394

報　酬

650,095

639,711

10,384

79,917

79,917

0

62

補正前

比　較

(2)

児童手当

補正前

10,500

10,500

イ　会計年度任用職員

補正後

54,144

54,144
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給　料

手当等

令和6年度期末勤勉手当年間支給割合

46,182 地 域 手 当

2,727

11,677

時間外勤務手当

651

令和5年度 0.71%

（単位：千円）

退 職 給 付 費

一般職員

改定後

4.6

改定前

18,893 年度 給料改定率 実施時期

区　分 増減額 増減事由別内訳

２  給料及び手当等の増減額の明細

そ の 他 の
増 減 分

令和6年4月1日

18,893 給与改 定に
伴う増 減分 令和6年度 2.27%

46,182

4.5

期末勤勉手当

31,127
再任用職員 2.4 2.35

そ の 他 の
増 減 分

説　　　明 備　　　考

令和5年4月1日

制度改正等に
伴 う 増 減 分

昇 給 に
伴う増 加分
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３  給料及び手当の状況

  (1)  職員１人当たり給与

170,600

189,600

―

改定後

改定前

高 校 卒

改定後

改定後

改定前

大 学 卒

  注：給与には時間外勤務手当及び特殊勤務手当は含まない。

  (2)  初  任  給 （令和６年４月１日現在）

一般会計
の 制 度

平 均
給与月額
( 円 )

――

338,400

200,300

准看護師　219,500

看　護　職（円）医　師　職（円）区　　　　　分

210,500

看護師　　241,900
助産師　　246,300

医療技術職（円）

―

212,000

176,700 准看護師　195,000

　注：看護師については、短大（3年制）卒の額。

改定後
一般会計
の 制 度

335,900 230,400
看護師　　240,600
助産師　　245,400

―

  注：再任用短時間勤務職員及び任期付短時間勤務職員を除く。

44.05

304,151 318,950 253,900

313,831

40.00

355,440

462,073

44.05

医療技術職

363,391

471,232

全職員平均

718,808

219,900

398,952

42.07

401,520

病院事務専門職（円）

准看護師　219,800 193,900

266,550

328,379

40.0048.00 43.03

520,164

198,200313,900

平均年齢
( 歳 )

改 定 前
(令和 6年
4月 1日

現 在 )

平 均
給料月額
( 円 )

病院事務専門職

43.03

408,271

42.07

411,009

看　護　職

看護師　　215,800
助産師　　221,200

327,155

48.00

312,255

711,013

平 均
給料月額
( 円 )

平 均
給与月額
( 円 )

平均年齢
( 歳 )

527,007

医　師　職区　　分

改 定 後
(令和 6年
4月 1日

現 在 )
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  注：(　 )内は、再任用短時間勤務職員及び任期付短時間勤務職員について外書き。

医療技術職

50.0

局　長 部　長 課　長

1

(1)127 

11 23.4 61

2.1 2

0.0

12.8

100.0

1 50.042.6 (1)36 (100.0)28.3

7.9

技　師

副主査 主事

２級 １級

医療ソーシャル 医療ソーシャル
ワーカー

  （級別の標準的な職務内容）

主査

医療ソーシャル病院事務専門職

部　長
副部長
技師長

係　長

看護主任

医　 師 　職

医 療 技 術 職

ワーカー ワーカー

看護師
助産師

准看護師

技　師

医　師

0.8
1.6

29.6

(100.0)54.5

19.1 13.4

0.0 0
48.0 1

2

６級

0
(100.0)100.0

17

医　長
副医長

  (3)  級別職員数

区          分
医　師　職

4

２  級

9

６  級
５  級

9.1４  級

係　長

3 6.8 0 0.0
(1)44 

―
主任部長
部　長

主任技師

看護師
助産師

看護師長

―

看護部長 副看護部長

５級 ４級 ３級

6

看   護   職

― ―
院　長
副院長

７級

(100.0)100.0 47 100.0

区      分

令 和 6 年
4 月 1 日

現 在

計
１  級

13

７  級

20

1

３  級 (1)24 

職員数(人) 構成比(％) 職員数(人) 構成比(％) 職員数(人) 構成比(％) 職員数(人) 構成比(％)

看　護　職 病院事務専門職

10
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　注：（　）内は、再任用職員の支給率。

  注：支給対象職員数（人）については、令和６年４月１日時点の職員数。
  　　(　 )内は、再任用短時間勤務職員及び任期付短時間勤務職員について外書き。

支給対象職員数（人）

一般会計の制度

（2.4）
4.6

15％（医師職は12％）

(2)
220

15％

支給対象地域

有
（1.225）

2.35

６月（月分） 12月（月分）
備　　　　　考

職制上の段階、
職務の級等

による加算措置

（1.175）
2.25

  (5)  地域手当

全地域

支給率

加算割合5％～20％

（1.175）
2.25

（1.225）
2.35

加算割合5％～20％

有本 年 度
（2.4）

4.6

支給率計
（月分）

支給期別支給率

一 般 会 計 の
制 度

  (4)  期末手当・勤勉手当

区　　分
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(1)

イ

ロ

ハ

ニ

(2)

イ

ロ

投資その他の資産合計

２  流  動  資  産

(1)

(2)

(3)

（単位：千円）

建 物 6,315,650

1,472,488

667,360

長期前払消費税

流 動 資 産 合 計

22,385

現 金 預 金 234,755

器 械 及 び 備 品

△ 3,615,089

構 築 物 338,154

530,266

△ 313,475

668,279

1,544,984

22,053

925,422

4,520,224

24,679

4,145,355

減価償却累計額

資 産 の 部

3,594,802

未 収 金

（令和7年3月31日）

減価償却累計額

減価償却累計額

土 地

有形固定資産合計

投資その他の資産

長 期 貸 付 金

3,572,417

332

△ 4,843,162

△ 919

有形固定資産

貸 倒 引 当 金

貯 蔵 品 23,307

資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

１  固  定  資  産

令和６年度西宮市病院事業会計予定貸借対照表
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(1)

(2)

(3)

(1)

(2)

(3)

(4)

(5)
イ
ロ

(6)

(1)

長期前受金収益化累計額

(1)
イ
ロ
ハ

(2)

1,096,790

企 業 債

資 本 剰 余 金

退 職 給 付 引 当 金

1,215,224

引 当 金 合 計

△ 16,676,734

受 贈 財 産 評 価 額

３  固　定  負  債

790,946

152,053
29,095

28,000

５  繰　延　収　益

繰 延 収 益 合 計

0

215,130

資 本 の 部

未 払 金

その他流動負債

3,484,756

1,159,576

一 時 借 入 金

法定福利費引当金

負 債 合 計

当 年 度 純 損 失

16,614,203

剰 余 金 合 計

0

利 益 剰 余 金

資 本 剰 余 金 合 計

流 動 負 債 合 計

他 会 計 借 入 金

イ

一 般 会 計 補 助 金 1,071,190

1,159,321

負 債 ・ 資 本 合 計

6,008,625

固 定 負 債 合 計

資 本 合 計

当 年 度 未 処 理 欠 損 金
繰越欠損金年度末残高

614,779

0

△ 17,773,524

4,644,332

4,520,224

149,069

賞 与 引 当 金
引 当 金

企 業 債

負 債 の 部

△ 1,488,401

国 庫 補 助 金

利 益 剰 余 金 合 計

長 期 前 受 金

8,400

７  剰　　余　　金

17,200

△ 465,710

181,148

他 会 計 借 入 金

15,188,333

４  流  動  負  債

６  資    本    金
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１　重要な会計方針に係る事項
(1) たな卸資産の評価基準及び評価方法

貯蔵品(薬品)：個別法による低価法。
なお、評価損が発生した場合は、翌年度期首に洗替法による戻し入れを行う。

(2) 固定資産の減価償却の方法
イ 有形固定資産

定額法を採用している。
主な耐用年数：建物　15～39年、構築物　10～50年、器械及び備品　4～15年

(3) 引当金の計上方法
イ 退職給付引当金

　職員の退職手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込み額に基づき、当年度
の負担に属する額を計上している。なお、会計間異動のある職員については、在籍期間で
退職手当を按分し、病院事業が負担すると見込まれる額を計上している。

ロ 賞与引当金及び法定福利費引当金
　職員の期末手当・勤勉手当及びこれに伴う法定福利費の支給に備えるため、当年度末に
おける支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額（12月から3月までの4ヶ月分)を計
上している。

ハ 貸倒引当金
　債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率による回収不能見込額を計上して
いる。なお、貸倒実績率については、直近３ヵ年の不納欠損額と不納欠損を生じた前年度
末債権残高に対する割合の平均値とする。

(4) 消費税等の会計処理
　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。なお、控除対象外消費税は、当
年度の費用として処理している。ただし、固定資産に係る控除対象外消費税については、長期
前払消費税勘定に計上し、5年間で均等償却を行っている。

２　予定キャッシュ・フロー計算書等に関する注記
(1) 重要な非資金取引

該当なし。

３　予定貸借対照表等に関する注記
(1) 企業債の償還に係る一般会計の負担

　貸借対照表に計上されている企業債（当年度の末日の翌日から起算して１年以内に償還予定
のものも含む）のうち、一般会計が負担すると見込まれている額は、215,130千円である。

４　リース契約により使用する固定資産に関する注記
(1) リース取引の状況

　当年度に、新たなファイナンス・リース取引を契約する予定はないため、計上していない。

５　その他
(1) 退職給付引当金の取崩し

　当年度において、退職手当として92,182千円を支給する見込みのため、同額を退職給付引当
金から取り崩す予定である。
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